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資料No.２

＜佐世保校＞ (単位：人)

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

2級 12 9 9 15 11

3級 21 8 17 19 9

2級 6 1 3 10 8

3級 28 14 47 32 48

2級 7 15 12 8 1

3級 40 21 35 8 11

1級 - - - - -

準1級 25 12 14 8 8

2級 123 59 81 94 42

＜シーボルト校＞ (単位：人)

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

Excel 36 32 27 27

PowerPoint - - - -

Word - 22 17 -

14 MOSへ名称変更

1級 - - - - -

準1級 - 1 - - 3

2級 - 18 13 8 7

0 0 1 0 0

2 4 2 3 2

(単位：％)

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

合格率 100 100 98.4 100 100

国公立平均 - - 98.8 97.0 98.3

合格率 93.7 87.7 95.6 100 98.2

国公立平均 - - 95.3 99.1 96.0

合格率 87.8 89.7 92.7 90.7 100

国公立平均 - - 95.2 91.0 96.8

-

管理栄養士国家試験

保健師国家試験

看護師国家試験

項目

秘書技能検定

基本情報技術者資格

MOS
(マイクロソフトスペシャリスト)

MCAS

応用情報技術者資格

　資格試験合格者数

項目

日商簿記検定

項目

ファイナンシャル・
プランニング技能検定

秘書技能検定

販売士検定

2



資料Ｎｏ．３

大学名 国名 備考

1  ウィスコンシン大学オシュコシュ校 アメリカ

2 バンクーバー・アイランド大学 カナダ 旧名称：マラスピーナ大学

3 ランガラカレッジ カナダ

4 モナッシュ大学 オーストラリア

5 北京大学 中国

6 華僑大学 中国

7 西北大学 中国

8 上海外国語大学 中国

9 高麗大学校 韓国

10 マウントアイダカレッジ アメリカ

11 エドモンズコミュニティカレッジ アメリカ

12 セミオＲＥＬＣ シンガポール

13 オックスフォード大学ハートフォードカレッジ イギリス

平成25年度追加校

大学名 国名 備考

1 メリルハースト大学 アメリカ

2 サザンクイーンズランド大学 オーストラリア

3 ミシシッピー州立大学 アメリカ

平成26年度追加校

大学名 国名 備考

1 ビクトリア大学 カナダ

語学研修先一覧
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資料No.4

≪国際交流学科≫
○ 英語

中期計画数値目標 ： 国際交流学科で英語を選択する学生については、卒業時までに

　TOEIC600点以上の能力取得に加え、さらに高得点を目指す

H23 H24 H25
学生数 （人） 330 320 328
うち600点以上 （人） 146 137 156
600点以上の割合 （％） 44.2 42.8 47.6
学生数 （人） 98 87 94
うち600点以上 （人） 48 48 51
600点以上の割合 （％） 49.0 55.2 54.3

○ 中国語
中期計画数値目標 ： 国際交流学科で中国語を選択する学生については、卒業時までに

　中国語検定2級以上の能力取得に加え、さらに高得点を目指す

H23 H24 H25
学生数 （人） 12 16 20
うち2級以上 （人） 1 1 8
2級以上の割合 （％） 8.3 6.3 40.0
学生数 （人） 2 2 6
うち2級以上 （人） 1 1 3
2級以上の割合 （％） 50.0 50.0 50.0

≪経済学部インテンシブプログラム≫
○ 英語

中期計画数値目標 ： 経済学部の英語インテンシブプログラム受講生については、卒業時

　までにTOEIC600点以上の能力取得を目指す

H23 H24 H25
学生数 （人） 161 165 125
うち600点以上 （人） 28 27 19
600点以上の割合 （％） 17.4 16.4 15.2
学生数 （人） 38 41 40
うち600点以上 （人） 10 16 7
600点以上の割合 （％） 26.3 39.0 17.5

○ 中国語
中期計画数値目標 ： 経済学部の中国語インテンシブプログラム受講生については、卒業時

　までに中国語検定3級以上の能力取得を目指す

H23 H24 H25
学生数 （人） 45 55 41
うち3級以上 （人） 6 16 20
3級以上の割合 （％） 13.3 29.1 48.8
学生数 （人） 8 13 9
うち3級以上 （人） 1 1 6
3級以上の割合 （％） 12.5 7.7 66.7

全学生

4年次生

　国際交流学科及び経済学部インテンシブプログラム

における外国語の数値目標と実績

4年次生

全学生

4年次生

全学生

4年次生

全学生

4
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資料No.６

○外国人留学生の受入状況

中国 韓国 ベトナム 台湾 計 中国 韓国 米国 ベトナム 台湾 計

交換留学生 11 2 13 15 2 1 0 18 31

私費留学生 14 4 1 19 10 1 1 12 31

計 25 2 4 1 32 25 3 1 1 0 30 62

交換留学生 10 10 0 10

私費留学生 7 0 0 7 11 1 12 19

計 17 0 0 0 17 11 0 0 1 0 12 29

交換留学生 0 0 0

私費留学生 1 1 1 1 2

計 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 2

交換留学生 21 2 0 0 23 15 2 1 0 0 18 41

私費留学生 22 0 4 1 27 22 1 0 2 0 25 52

計 43 2 4 1 50 37 3 1 2 0 43 93

中国 ベトナム 韓国 米国 台湾 その他 合計

（人） 80 6 5 1 1 0 93

（％） 86.0% 6.5% 5.4% 1.1% 1.1% 0.0% 100.0%

※短期私費は協定に基づく受入れの為、交換に含む

○交換留学生の派遣状況

中国 韓国 米国 その他 計 中国 韓国 米国 その他 計

2 0 2 8 5 5 18 20

0 0 0

2 0 0 0 2 8 5 5 0 18 20

＜参考＞ 平成23～25年度実績

学部

大学院

研究生

合計
シーボルト校

合計

佐世保校

国別状況

合計

区　分

学部

大学院

区　分

8367

シーボルト校
合計

2423

佐世保校

（人）

留学生の受入・派遣状況（平成25年度実績）

受入留学生数

派遣留学生数

平成23年度 平成24年度 平成25年度

93

20

26



資料No.７

＜経済学部＞ (単位：人)

経済学科  地域政策学科  流通・経営学科

25

普通科 17 17 17

専門学科 10 10 10

総合学科 5 5 5

離島高校 2 2 2

普通科等 10 10 10

商業科・
総合学科等

6 6 6

70 70 70

Ａコース 8 8 8

Ｂコース 8 8 8

Ｃコース 8 8 8

若干名 若干名 若干名

若干名 若干名 若干名

若干名 若干名 若干名

150 150 150

募集人員

区　分

募集人員

経済学部

ＡＯ入試

英語インテンシブ（10名)

6 6 6中国語インテンシブ(5名)

年
度

アカウンティング(3名)

特別選抜
(推薦
入試)

県内

県外

学科計

学部計 450

一般選抜

前期日程

後期日程

特別選抜

帰国子女

社会人

私費外国人留学生
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資料No.７

＜国際情報学部＞ (単位：人)

 国際交流学科 情報メディア学科

25

20 12

5 2

40 34

後期日程 7 7

若干名 若干名

若干名 若干名

若干名 若干名

80 60

区　分

募集人員

国際情報学部

年
度

比較文化分野

中国語分野

ＡＯ入試

英語分野

8 5
国際関係分野

特別選抜
(推薦
入試)

県内

県外

一般選抜
前期日程

140

特別選抜

帰国子女

社会人

私費外国人留学生

学科計

学部計
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資料No.７

＜看護栄養学部＞ (単位：人)

看護学科  栄養健康学科

衛生看護科以外 13

25 衛生看護科 1

40 24

後期日程 6 6

若干名 若干名

若干名 若干名

若干名 若干名

60 40

区　分

募集人員

看護栄養学部

私費外国人留学生

学科計

特別選抜
(推薦
入試)

県内
10

(区分なし)

年
度

一般選抜
前期日程

学部計 100

特別選抜

帰国子女

社会人
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資料No.８

【 学 部 】　[平成２５年度] （単位：人、倍、％）

定  員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率 受験倍率 競争率
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ/Ａ Ｃ/Ａ Ｃ/Ｄ

Ａ　　Ｏ 6 7 7 4 4 1.2 1.2 1.8

推　　薦 50 67 67 52 52 1.3 1.3 1.3

一般入試(前期) 70 257 242 100 63 3.7 3.5 2.4

一般入試(後期) 24 420 151 67 36 17.5 6.3 2.3

一般入試計 94 677 393 167 99 7.2 4.2 2.4

帰 国 子 女 若干名 0 ― ― ― ― ― ―

社　会　人 若干名 0 ― ― ― ― ― ―

留　学　生 若干名 2 2 1 1 ― ― 2.0

小　  　計 150 753 469 224 156 5.0 3.1 2.1

Ａ　　Ｏ 6 7 7 7 7 1.2 1.2 1.0

推　　薦 50 81 81 49 49 1.6 1.6 1.7

一般入試(前期) 70 238 219 96 72 3.4 3.1 2.3

一般入試(後期) 24 277 109 45 33 11.5 4.5 2.4

一般入試計 94 515 328 141 105 5.5 3.5 2.3

帰 国 子 女 若干名 1 1 1 1 ― ― 1.0

社　会　人 若干名 0 - - - ― ― ―

留　学　生 若干名 0 ― ― ― ― ― ―

小　  　計 150 604 417 198 162 4.0 2.8 2.1

Ａ　　Ｏ 6 16 10 2 2 2.7 1.7 5.0

推　　薦 50 54 54 52 52 1.1 1.1 1.0

一般入試(前期) 70 251 225 101 63 3.6 3.2 2.2

一般入試(後期) 24 305 115 64 40 12.7 4.8 1.8

一般入試計 94 556 340 165 103 5.9 3.6 2.1

帰 国 子 女 若干名 0 - - - ― ― ―

社　会　人 若干名 0 ― ― ― ― ― ―

留　学　生 若干名 7 7 4 3 ― ― 1.8

小　  　計 150 633 411 223 160 4.2 2.7 1.8

450 1,990 1,297 645 478 4.4 2.9 2.0

Ａ　　Ｏ 8 22 13 12 12 2.8 1.6 1.1

推　　薦 25 48 48 28 28 1.9 1.9 1.7

一般入試(前期) 40 173 158 47 39 4.3 4.0 3.4

一般入試(後期) 7 167 50 7 3 23.9 7.1 7.1

一般入試計 47 340 208 54 42 7.2 4.4 3.9

帰 国 子 女 若干名 0 - - - ― ― ―

社　会　人 若干名 0 - - - ― ― ―

留　学　生 若干名 3 2 2 2 ― ― 1.0

小　  　計 80 413 271 96 84 5.2 3.4 2.8

Ａ　　Ｏ 5 19 10 7 7 3.8 2.0 1.4

推　　薦 14 23 23 12 12 1.6 1.6 1.9

一般入試(前期) 34 160 151 40 34 4.7 4.4 3.8

一般入試(後期) 7 151 68 12 8 21.6 9.7 5.7

一般入試計 41 311 219 52 42 7.6 5.3 4.2

帰 国 子 女 若干名 0 - - - - - -

社　会　人 若干名 0 - - - - - -

留　学　生 若干名 0 - - - - - -

小　  　計 60 353 252 71 61 5.9 4.2 3.5

140 766 523 167 145 5.5 3.7 3.1

推　　薦 14 54 54 14 14 3.9 3.9 3.9

一般入試(前期) 40 118 116 44 42 3.0 2.9 2.6

一般入試(後期) 6 124 53 8 6 20.7 8.8 6.6

一般入試計 46 242 169 52 48 5.3 3.7 3.3

帰 国 子 女 若干名 1 1 0 0 - - -

社　会　人 若干名 3 3 0 0 - - -

留　学　生 若干名 1 1 0 0 - - -

小　  　計 60 301 228 66 62 5.0 3.8 3.5

推　　薦 10 35 35 10 10 3.5 3.5 3.5

一般入試(前期) 24 77 74 26 25 3.2 3.1 2.8

一般入試(後期) 6 74 29 8 8 12.3 4.8 3.6

一般入試計 30 151 103 34 33 5.0 3.4 3.0

帰 国 子 女 若干名 0 - - - - - -

社　会　人 若干名 3 3 0 - - - -

留　学　生 若干名 3 1 1 1 - - 1.0

小　  　計 40 192 142 45 44 4.8 3.6 3.2

100 493 370 111 106 4.9 3.7 3.3

31 71 47 32 32 2.3 1.5 1.5

213 362 362 217 217 1.7 1.7 1.7

348 1,274 1,185 454 338 3.7 3.4 2.6

98 1,518 575 211 134 15.5 5.9 2.7

446 2,792 1,760 665 472 6.3 3.9 2.6

若干名 2 2 1 1 - - 2.0

若干名 6 6 0 - - - -

若干名 16 13 8 7 - - 1.6

690 3,249 2,190 923 729 4.7 3.2 2.4

10 9 4 3 3 0.9 0.4 1.3

700 3,258 2,194 926 732 4.7 3.1 2.4

国
 
際
 
情
 
報
 
学
 
部

国
際
交
流
学
科

情
報
メ
デ
ィ

ア
学
科

学　　　部　　　計

区　      　  分

経
済
学
科

流
通
・
経
営
学
科

地
域
政
策
学
科

看護学科３年次編入学

総　合　計

看
 
護
 
栄
 
養
 
学
 
部

看
護
学
科

栄
養
健
康
学
科

学　　　部　　　計

社会人　計

留学生　計

合　　　　　　計

入学志願者及び入学者数

※ＡＯ入試の受験者数は2次選考受験者数

経
　
　
　
　
済
　
　
　
　
学
　
　
　
　
部

学　　　部　　　計

Ａ　　Ｏ　　計

推　　薦　　計

一般入試(前期)　計

一般入試(後期)　計

一般入試　合計

帰国子女　計
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資料No.８

【 大学院 】

[平成２５年度] （単位：人、倍、％）

定  員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率 受験倍率 競争率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ/Ａ Ｃ/Ａ Ｃ/Ｄ

12 17 17 12 12 1.4 1.4 1.4

6 5 5 5 5 0.8 0.8 1.0

4 6 6 5 5 1.5 1.5 1.2

10 11 11 10 10 1.1 1.1 1.1

0 0 0 0 ー

6 6 6 5 1.0

6 6 6 5 0.8 0.8 1.0

8 7 7 7 6 0.9 0.9 1.0

若干名 0 0 0 0 ー ー ー

若干名 0 0 0 0 ー ー ー

8 7 7 7 6 0.9 0.9 1.0

3 0 0 0 0 0.0 0.0 ー

若干名 0 0 0 0 ー ー ー

3 0 0 0 0 0.0 0.0 ー

19 13 13 13 11 0.7 0.7 1.0

41 41 41 35 33 1.0 1.0 1.2

※平成２４年１０月入学志願者を含む

研究科　計

大学院　計

人
間
健
康
科
学
研
究
科

一般選抜

社会人特別選抜

 外国人留学生特別選抜

前期課程　計

博
士
後
期
課
程

一般選抜

 外国人留学生特別選抜

後期課程　計

一般選抜

8
0.8 0.8

社会人特別選抜

専攻　計

栄養科学専攻

博
士
前
期
課
程

区　      　  分

 経済学研究科 産業経済・経済開発専攻(修士課程)

国際情報学
研究科

国際交流学専攻（修士課程）

情報メディア学専攻（修士課程）

研究科　計

看護学専攻(修士課程)
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資料No.９

(単位：人、校）

年度 キャンパス名 開催日 区分
県内

高校生
県外

高校生
その他

（保護者等）
計 合計

参加者 178 64 136

25 （高校) (38) (39) －

参加者 583 127 254

（高校) (49) (79) －

参加者 182 61 109

24 （高校) (40) (38) －

参加者 636 141 261

（高校) (41) (39) －

参加者 150 78 142

23 （高校) (43) (43) －

参加者 619 111 237

（高校) (52) (61) －

参加者 188 83 140

22 （高校) (42) (49) －

参加者 633 151 301

（高校) (47) (72) －

参加者 196 92 159

21 （高校) (46) (55) －

参加者 421 123 320

（高校) (58) (69) －

佐世保校 7月15日 352

1,390
年
度 シーボルト校 7月15・16日 1038

年
度

年
度 シーボルト校

年
度

佐世保校

シーボルト校

シーボルト校

佐世保校

10857月18・19日

佐世保校 7月18日

7月17・18日

447

864

7月19日

411

7月19・20日

1,342

7月17日

967

370

1,337

1,496

1,311

年
度 シーボルト校 7月14・15日 964

オープンキャンパス参加者数

佐世保校 7月14日 378
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資料No.１１

H23 H24 H25

受講者数（名） 120 103 187

提供科目数（科目）
教養科目 10 10 11
専門科目 46 40 38

遠隔科目 8 6 6

＜NICEキャンパス受講者数＞
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平成２５年度 前期 
 

授業評価アンケート結果（全体集計） 
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平成２５年度 後期 
 

授業評価アンケート結果（全体集計） 
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資料No.１４

全学FD研修会

開催地 開催月日 概要

佐世保校 8/7，8

統一テーマ「学士課程教育の質的転換に向けて」，
外部講師として東京大学の林先生を招聘，7日に講
演会及びパネルディスカッション，7・8日に分科会を
行った。

学部FD研修会

開催地 開催月日 概要

経済学部 8/7，1/16
8/7：クリッカー利用の講習会
1/16：外部講師を招へいしたうえでクリッカーを用い
た公開授業及び意見交換会

国際情報学部
6/12～6/26

12/10
教員相互の授業参観を実施した。公開された授業
は49科目で、12月10日に意見交換会を行った。

看護栄養学部
5/15，30

11/7，12/12
教員相互の授業参観と意見交換会を行った。前期2
回、後期2回実施。

学科FD研修会

開催地 開催月日 概要

7/16 「ゼミ報告会」をテーマに検討を行った。

12/17 経済学科の今後のあり方について

3/7 就職率向上について

5/23
「地域概論」（車准教授：大人数の講義の中で学生
が議論するための時間を取った授業）の授業参観及
び意見交換会を実施

12/2
「教育課程論」（雪丸講師：資料に基づいて学生に
作業させ発表する授業）の授業参観及び意見交換
会を実施

12/11，1/21，2/14
フィールドワーク報告会や優秀卒業論文発表会、Ｇ
ＰＡ制度活用に関する協議を行った。

7/10，12，11/6，8
11/13，22，29

卒業論文発表会。毎回２ゼミ25名程度の発表。

5/28，6/25，7/30
学科FD研修会として社会人基礎力等について勉強
会・意見交換会を行った。

9/30
「社会人基礎力」をテーマに学科での勉強会を行っ
た。学科の教員間で意見を出し合い情報の共有化
を図った。

3/29
「シラバス紹介と教員間での情報共有」をテーマに学
科での勉強会を行った。学科の教員間で意見を出し
合い情報の共有化を図った。

国際交流学科 2/18
学生のレポートや卒業論文作成における引用方法
等の指導について意見交換を行った。

情報メディア学科 2/28
学科FD研修会として橋本和也氏を招へいし「1日
フィールドワーク」の実践と可能性について講演会を
開催した。

看護学科 9/25
「看護教育と教授方法」をテーマに報告及び意見交
換会を行った。

栄養健康学科 2/14
石川洋哉氏を招へいし、「福岡女子大学のカリキュラ
ムにおける一般科目と専門科目の連携」について講
演会及び意見交換会を開催した。

28名

13名

１３名

毎回10名程度

参加人数

24名、17名

延べ20名
（公開授業の参観者数）

延べ63名

参加人数

参加人数

122名

7名

12名

6名

13名

21名

流通・経営学科

11名

11名

経済学科

8名

地域政策学科

各回6～9名

各回6～9名

H25年度実施FD研修会一覧
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資料No.１４

大学院FD研修会

開催地 開催月日 概要

経済学研究科 7/24
加藤恵正氏を招へいし、「大学院教育の質の向上に
ついて」講演会及び意見交換会を開催した。

国際情報学研究科 11/13
「TAの運用について」をテーマに報告及び意見交換
会を行った。

人間健康学研究科 2/20
札野順氏を招へいし、「責任ある研究活動推進のた
めの研究者倫理」をテーマに講演会及び意見交換
会を開催した。

模擬授業（授業評価）

学部 開催月日 参加人数 模擬授業担当者 概要

経済学部 8/7，1/16 24名，17名
宮崎教授、

吉本講師

8/7：クリッカー利用の講習会
1/16：外部講師を招へいしたうえでクリッカーを用い
た公開授業及び意見交換会

国際情報学部
6/12～6/26

12/10

延べ20名
（公開授業の

参加者数）

49科目/20名
（国際交流 28科目，
情報ﾒﾃﾞｨｱ 21科目）

教員相互の授業参観を実施した。公開された授業
は49科目で、12月10日に意見交換会を行った。

看護栄養学部
5/15，30

11/7，12/12

延べ63名
（公開授業の

参加者数）

李教授，飛奈講師
林田准教授,

正木教授

教員相互の授業参観と意見交換会を行った。前期2
回、後期2回実施。

24名

参加人数

10名

25名
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資料No.１５

（単位：人、円）

実施年度 実施校 プロジェクト名 構成員数 交付実績額

平成25年度 佐世保校 音楽の共有による地域交流プロジェクト 32 104,323

PIEESピース（The Program for Intercultural
Education And English Studies）異文化理解、外国
語教育支援に関する大学生の地域貢献活動

18 163,505

シーボルト校 ナニゴトー！？ 16 162,455

長与駅フェスティバル 2 331,842

RadiPicながさき〜長崎新発見〜 10 203,360

平成24年度 佐世保校
PIEES ピース (The Program for Intercultural
Education and English Studies)異文化理解・外国語
教育支援に関する大学生の地域貢献活動

15 386,000

音楽を通して地域交流プロジェクト 62 91,200

シーボルト校 JSN～長崎をとれ！～ 2 173,500

障がいをもつ児童らのプチ運動会
　～深めよう！実践を通した障がい理解～

24 140,080

育てよう食育の芽！広げよう交流の畑 61 496,500

平成23年度 佐世保校 椎木町ふれあい餅つき大会 24 186,800

異文化理解・外国語教育支援に関する大学生の
地域貢献

6 480,000

キャンパス間ウォーキング 6 500,000

シーボルト校 映画を見て国際援助を考えるプロジェクト 6 421,680

小さな畑から広がる地域交流 52 500,000

ふれあいキャンパス 7 420,000

平成22年度 佐世保校
PIEESピース異文化理解・外国語教育支援に関す
る大学生の地域貢献活動

8 121,330

長崎県立大学広報記念品キティちゃんストラップ
の開発プロジェクト

3 170,813

シーボルト校 食から広がる地域交流 32 320,281

Amy’s （アミーズ） 5 203,700

　※平成24年度に、「長崎県立大学活性化プロジェクト」から「長崎県立大学やるばいプロジェクト」へ名称変更

「長崎県立大学やるばいプロジェクト」※奨励金交付実績
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資料No.１６

＜佐世保校＞

（単位：％）

経済学科
①

地域政策学科
②

流通・経営学科
③

計
（①+②+③）

25年度 92.6 97.6 90.6 93.5

24年度 91.7 90.3 94.6 92.2

23年度 91.8 89.0 90.5 90.4

22年度 88.2 85.7 89.7 87.9

21年度 90.5 94.5 88.4 91.1

＜シーボルト校＞

（単位：％）

国際交流学科
①

情報ﾒﾃﾞｨｱ学科
②

計
（①＋②）

看護学科
③

栄養健康学科
④

計
（③＋④）

25年度 98.7 98.4 98.6 100.0 94.4 97.8 98.3

24年度 98.2 94.2 96.3 100.0 91.2 96.7 96.5

23年度 95.7 90.7 93.5 100.0 94.6 98.1 95.6

22年度 96.5 86.7 91.5 100.0 97.1 99.0 94.9

21年度 93.0 91.7 92.4 100.0 97.1 98.9 95.2

就職状況

看護栄養学部
合計

（①+②+③+④）

経済学部

国際情報学部
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資料No.１７
　課外講座実施状況

受講者

25 48

ファイナンシャル・プランニング技能検定2級対策講座 23

3級販売士養成講習 10

2級販売士養成講習 15

簿記3級講座 10

秘書技能検定2級直前対策 16

秘書技能検定準1級 3

公務員試験対策講座（大学生協主催） 130

公務員試験対策講座 71

326

24 29

ファイナンシャル・プランニング技能検定2級対策講座 20

3級販売士養成講習 14

2級販売士養成講習 17

簿記2級講座 19

秘書技能検定2級直前対策 65

秘書技能検定準1級 13

公務員試験対策講座（大学生協主催） 129

公務員試験対策講座 59

365

23 41

ファイナンシャル・プランニング技能検定2級直前対策講座 5

3級販売士養成講習 23

2級販売士養成講習 12

簿記3級講座 36

簿記2級講座 21

秘書技能検定2級直前対策 50

秘書技能検定準1級 16

公務員試験対策講座（大学生協主催） 119

公務員試験対策講座 41

364

22 49

3級販売士養成講習 11

2級販売士養成講習 12

簿記3級講座 36

簿記2級講座 18

秘書技能検定2級直前対策 40

秘書技能検定準1級 22

公務員試験対策講座（大学生協主催） 70

公務員試験対策講座 47

305

21 32

3級販売士養成講習 21

2級販売士養成講習 8

簿記3級講座 24

簿記2級講座 18

秘書技能検定2級直前対策 36

秘書技能検定準1級 20

公務員試験対策講座（大学生協主催） 70

公務員試験対策講座 55

284

ファイナンシャル・プランニング技能検定3級対策講座

年
度

　計

＜佐世保校＞

講　　　　座　　　　名

年
度

年
度

年
度

年
度

(単位：人)

　計

ファイナンシャル・プランニング技能検定3級対策講座

ファイナンシャル・プランニング技能検定3級対策講座

　計

ファイナンシャル・プランニング技能検定3級対策講座

　計

ファイナンシャル・プランニング技能検定3級対策講座

　計
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資料No.１７

受講者

25 英語（TOEFL）対策講座 20

パソコンスキル（Microsoft認定Excel）講座 36

パソコンスキル（Microsoft認定Word）講座 14

秘書検定講座（2級） 7

秘書検定講座（準1級） 6

公務員（教養試験）対策講座 9

教員試験（教養）対策講座 17

養護教諭対策講座 7

基本情報技術者試験対策講座 16

132

24 英語（TOEFL）対策講座 20

パソコンスキル（Microsoft認定Excel）講座 46

パソコンスキル（Microsoft認定Word）講座 17

秘書検定講座（2級） 12

公務員（教養試験）対策講座 15

公務員（専門試験：保健師）対策講座 -

公務員（教養試験及び人物試験）対策講座 12

教員試験（教養）対策講座 11

養護教諭対策講座 6

基本情報技術者試験対策講座 28

167

23 英語（TOEFL）対策講座 13

パソコンスキル（Microsoft認定Excel）講座 41

パソコンスキル（Microsoft認定Word）講座 23

秘書検定講座（準1級・2級） 17

公務員（教養試験）対策講座 14

公務員（専門試験：保健師）対策講座 -

公務員（教養試験及び人物試験）対策講座 10

教員試験（教養）対策講座 8

養護教諭対策講座 5

基本情報技術者試験対策講座（春・秋） 19

150

22 英語（TOEFL）対策講座 24

パソコンスキル（Microsoft認定Excel）講座 54

秘書検定講座（準1級・2級） 54

マナー検定 45

公務員（教養試験）対策講座 22

公務員（専門試験：保健師）対策講座 3

公務員（教養試験及び人物試験）対策講座 5

教員試験（教養）対策講座 17

基本情報技術者試験対策講座 28

252

21 英語（TOEFL）対策講座 18

パソコンスキル（Microsoft認定Excel）講座 53

パソコンスキル（Microsoft認定Word）講座 22

通訳案内士 43

秘書検定講座（準1級・2級） 31

公務員（教養試験）対策講座 13

公務員（専門試験：保健師）対策講座 5

公務員（教養試験及び人物試験）対策講座 18

基本情報技術者試験対策講座 29

232

年
度

年
度

　＜シーボルト校＞
(単位：人)

年
度

　計

　計

年
度

　計

講　　　　座　　　　名

年
度

　計

　計
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資料Ｎｏ．１８

件数 金額 件数 金額 件数 金額

78 74,623 61 49,399 65 55,971

[平成25年度の取り組み]

個
人
共
同

学長裁量研究実績一覧

件数

対馬宗家文書資料群の構造解明とその活用国際情報

吉田　恵理子看護栄養

奥山　忠裕

高齢化の進む離島で生活する住民の終の棲家に対する意識と健康関連行動に関する調
査

大塚  芳宏

尹　清洙

楊　光洙

綱　辰幸

P.ピヤ

石川　雄一

正木　基文

木村　務

中村　和敏

冨永　美穂子

岡本　恭子

山崎　祐一

地域景気指数の統計モデリング－周辺地域動向を考慮した長崎県の分析－

39,201

松尾　晋一

36,702

研　　　究　　　課　　　題

氏　名

49

上田　成一

看護栄養

看護栄養

看護栄養

経済

経済

田中　一成

吉澤　和子

田辺　賢一

森田　均

（単位：　件、千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度平成22年度

金額

村上　雅通

大塚　一徳

山内　ひさ子

四童子　好廣

看護栄養

看護栄養

経済

看護栄養

国際情報

平成21年度

経済

国際情報

経済

経済

看護栄養

経済

経済

経済

53

金額件数

研究代表者

所　属

経済 吉居　秀樹

共
同

「
離
島

」
に
関
す
る
研
究

研究
領域

「
長
崎
の
地
域
課
題

」
に
関
す
る
研
究

個
人

西島　博樹

経済

国際情報

ショ糖脂肪酸エステルによるThermoascus属の制御について

日本のFTA・TPP戦略と東アジア企業間協力に関する調査研究

グローバル人材育成に「海外研修」がもたらす効果に関する研究

動物細胞における内因性ゲラニルゲラノイン酸 (GGA) 並びに2,3-ジヒドロGGAの同定

卒業生との協働による献立作成共有システム構築に関する研究

動学的応用一般均衡モデルによる中韓地域経済の開発政策に関する計量分析

長崎原爆に関する報道の功罪と水俣病報道との比較・検証

高度道路交通システム構築の実践から情報社会論の新たな研究手法を獲得する試み

長崎における食物摂取頻度調査票(Semi-quantitative Food Frequency
Questionnaire:SQFFQ)の妥当性と再現性についての研究：栄養疫学調査のためのツール
開発

長崎県産摘果ミカンと緑茶三番茶葉を揉捻混合して製造した発酵茶の機能性と味覚特性

地方中規模都市におけるGISの利活用とGISを活用した都市政策

アジアにおける東日本大震災後の日本／長崎に対する認識及び、メディア利用行動－台
湾とタイの事例－

中小製造業を対象とした地域産業人材育成支援策に関する研究

長崎県における地域力の現状分析と地域力強化に向けた対策

マサラを中心とした長崎県内産豆類に含有する食物繊維の質的・量的特徴と生理機能に
関する研究

共
同

本
学
の
個
性
創
出

重
点
課
題
研
究

個
人

看護栄養

国際情報

看護栄養

キリスト教布教に対抗する「権力正統化装置としての神楽」－キリスト教布教者側の視
点・受容者側の視点からの考察

ながさきe学環４．０：　i （アイ）ランド探検学習環境整備に向けて～ラーニング・コモンズ・
ネットの構築とアクティブ・ラーニングの実践～

国際情報 河又　貴洋
共
同

看護栄養 稗圃　砂千子 離島看護の特性を活かした看護研修プログラムの運用と評価

「
東
ア
ジ
ア

」
に
関
す
る
研
究

個
人

インドネシアにおける地域間格差と産業発展

日中茶産地における協同組合組織による持続可能な産地形成

テロメア長と健康に関する研究ー日本と韓国との比較

離島観光資源への価値認識と形成過程に関する実証研究

グローカル・マインドから培われる国際交流とサービスラーニングの実践

プロテオームおよびメタボローム解析による糖尿病患者血清の特定バイオマーカーの探
索

地域の高齢者の認知的加齢がワーキングメモリに及ぼす影響に関する基礎的研究－認
知的加齢がワーキングメモリの処理成分に及ぼす影響の検討－
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資料Ｎｏ．１８

片穂野　邦子

山田　千香子

小形　健介

山本　裕

和田　一哉

福島　涼史

辺見　一男

植野　貴之

車　相龍

畑田　和佳奈

下野　孝文

河野　健一

荻野　晃

永野　哲也

實原　隆志

吉本　諭

C・ソムチャイ

青木　圭介

研究
領域

研究代表者
研　　　究　　　課　　　題

経済

飛奈　卓郎

中村　禎子

大重　育美

山谷　麻由美

氏　名

水野　倫理

古場　一哲

森田　茂樹

駿河　和仁

高比良　祥子

村上　則夫

フィンスラー幾何学における線形平行移動に基づく測地線の変分問題

中・東欧における極右政党の台頭とその背景－ハンガリーのヨビックの事例から－

「ケルトの虎」は蘇るか－ユーロの今後を決める債務危機克服に向けて改革努力を続け
るアイルランド・モデルの現状と成否の見通しを明らかにする

遠藤周作における〈母なるもの〉の意味－阿闍世コンプレックスなどを視座として

回復期リハビリテーション病棟における“レクリエーション活動”の場を形成するプロセス
の構造化

「可溶性ヘスペリジン高含有茶飲料」の抗肥満作用のメカニズム解明

高齢患者参画型看護実践を通してみる看護師の自律性の変化～リハビリテーション看護
の視点から～

看護栄養

看護栄養

看護栄養

看護栄養

国際情報

国際情報

国際情報

永峯　卓哉

山澄　直美

国際情報

国際情報

国際情報

国際情報

看護栄養 新田　祥子

西明　眞理

河口　朝子

ビタミンＡが高脂肪摂食マウスにおける筋肉の各種代謝に及ぼす影響

院内教育を担当する看護職者の支援に向けた院内教育プログラム評価モデルの開発

看護者の臨床判断における【気づき】を向上させるための方策の検討

足病変を持つハンセン病高齢者のフットケアの有用性

ガーリックオイル成分（Dially Sulfide）の食餌添加効果に関する組織化学的研究

海外在留邦人の人口動態に関する研究

神学と法学の相克－戦争と平和をめぐる理論と実務

途上国における子どもに対する教育投資

日本とドイツの「共通番号制度」の比較を通じた、日本における個人情報保護の課題の検
討

メタデータ抽出ルールを用いたExcel文書のメタデータ制作に関する研究

九州地域フードシステムの応用一般均衡（CGE）モデルの構築

公務員のモチベーション構造の研究

低炭素都市の地域イノベーション・システム構築とその課題

多段配分過程における共役双対の研究

欧州債務危機問題とユーロ圏金融システムの再構築に関する経済分析

地域コミュニティの再生から発展へ－地域コミュニティの発展に向けた〈クリエイティブデ
ザイン〉の提案－

介護予防を目的とした体操の点数化システムに関する研究

長崎県離島の子どもの事故防止支援のための予備研究

グローバルな海運アライアンスに見るメガ・ターミナルの共同開発～海運における協調と
競争～

日本の組織的意思決定プロセスの特徴と課題：ASBJのケース

国際移動に関する文化人類学的研究－カナダへの日系女性移住者を事例として－

看護栄養

大豆タンパク質の糖代謝および脂質代謝調節機能に関する研究

産業，組織，個人の効率性に関する研究

難消化性オリゴ糖摂取による腸内細菌由来水素ガスの抗酸化作用を介した疾病予防に
関する研究

運動トレーニングと食事制限による骨格筋ミトコンドリアの変化

分子標的薬治療中の肺がん患者の体験―皮膚障害とQOLに焦点を当てて―

看護学生の手術直後患者の観察における困難感と対処行動に関する研究

抗炎症作用を持つ食品成分の検索と生活習慣病予防に関する基礎的研究

住民組織との協働に関する保健師の持つニーズと課題

ラット下垂体細胞（ＧＨ３細胞）における成長ホルモンおよびプロラクチン産生に対するリ
バースＴ３作用の研究

経済

看護栄養

看護栄養

看護栄養

所　属

看護栄養

看護栄養

看護栄養

看護栄養 山口　多恵

一
般
課
題
研
究

個
人

共
同

看護栄養 新田　章子

看護栄養 田丸　靜香

経済

国際情報

経済

経済

経済

経済

経済

経済

看護栄養

看護栄養 山口　範晃

看護栄養

国際情報

経済
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資料 No.１９        
 

平成２５年度 新上五島町との連携事業について 

項 目 内 容 

協定締結日 平成１９年１１月 ２日 

目的 

 

大学と新上五島町は、相互の発展のため、地域振興、教育、健康福祉及び学術等の  

分野で協力する。 

有効期間 ３年間（自動更新） 

連携事項 ① 地域政策、まちづくりに関すること  

② 教育及び人材育成に関すること  

③ 生涯学習に関すること  

④ 地域産業の振興に関すること  

⑤ 健康福祉に関すること  

⑥ 地域情報化に関すること  

⑦ 学術研究に関すること  

⑧ インターンシップ等現地学習に関すること  

⑨ 施設の利用に関すること  

⑩ その他両者の協議により定める事項   

 

【平成２５年度連携事業一覧】 

学科 担当教員 事業名 

地域政策学科 

流通・経営学科 

奥山 忠裕 

山本 裕 

佐世保港を起点とする観光マーケティング事業 

栄養健康学科 飛奈 卓郎 住民の健康増進、生活習慣病予防（運動編） 

 

  
【平成２４年度連携事業一覧】 

学科 担当教員 事業名 

地域政策学科 阿部 律子 世界遺産登録推進事業 

地域政策学科 

流通･経営学科 

奥山 忠裕 

山本 裕 

佐世保港を基点とする観光マーケティング事業 

看護学科 

  〃 

吉田 恵理子 

永峯 卓哉 

日常生活圏域における地域と高齢者のアンケート調査と分析 
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平成２５年度 佐世保市との連携事業について 

項 目 内 容 

協定締結日 平成2２年４月７日 

目的 

 

大学と佐世保市が、相互の資源を活用した連携を推進することで、県北地域における

学術研究機能の向上、地域社会の発展及び人材の育成に寄与することを目的とする。 

有効期間 ３年間（自動更新） 

連携事項 ① 共同研究・受託研究に関すること  

② 地域貢献の取り組みに関すること  

③ 人材育成・交流に関すること  

④ その他、本協定の目的を達成するために必要な事項 

 

 

【平成２５年度連携事業一覧】 

学科 担当教員 事業名 

地域政策学科 

   〃 

流通・経営学科 

経済学科 

石川 雄一 

車 相龍 

西島 博樹 

綱 辰幸 

将来構想構造実現化方策研究 

地域政策学科 西村 千尋 佐世保市ウオーキングモデルコースマップ集 改訂業務 

経済学科 綱 辰幸 

大塚 芳宏 

合併自治体における財政効果及び佐世保市統計情報の利活用につい

て 

 

 
【平成２４年度連携事業一覧】 

学科 担当教員 事業名 

地域政策学科 石川 雄一 佐世保市の地理空間情報を活用した地域課題の調査・研究事業 

地域政策学科 

経済学科 

地域政策学科 

石川 雄一 

綱 辰幸 

車 相龍 

佐世保市の広域合併に関する研究及び都市計画マスタープランに 

おける中心市街地等の機能に関する研究 

流通・経営学科 

   〃 

経済学科 

金綱 基志 

宮地 晃輔 

綱 辰幸 

産業人材育成実態調査及び支援策にかかる共同研究 

地域政策学科 西村 千尋 佐世保市ウォーキングモデルコースマップ集改訂業務 
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平成２５年度 長与町との連携事業について 

項 目 内 容 

協定締結日 平成23 年11 月28 日 

目的 

 

大学と長与町が、相互の資源を活用した連携を推進することで、地域社会の発展 

及び人材の育成に寄与することを目的とする。 

有効期間 ３年間（自動更新） 

連携事項 ①地域政策、まちづくりに関すること  

②教育及び人材育成に関すること   

③生涯学習に関すること    

④地域産業の振興に関すること   

⑤健康福祉に関すること 

⑥地域情報化に関すること 

⑦学術研究に関すること 

⑧施設の利用に関すること 

⑨その他両者の協議により定める事項 

 

 

【平成２５年度連携事業一覧】 

学科 担当教員 事業名 

栄養健康学科 永田 保夫 大豆を使った給食事業（平成24 年度からの継続事業） 

栄養健康学科 武藤 慶子ほか ベジママクッキング～おやこで作ろう夏野菜～（お母さん料理教室）

栄養健康学科  オリーブ製品の開発 

流通・経営学科 

 

栄養健康学科 

岩重 聡美 

山本 裕 

永田 保夫 

みかん加工製品 

流通・経営学科 岩重 聡美 

山本 裕 

直売所運営 

流通・経営学科  地域コミュニティ再生事業（平成24 年度からの継続事業） 

学生・教職員  地域（自治会・コミュニティ）活性化事業 

（平成24 年度からの継続事業） 

学生  長与川まつり（平成24 年度からの継続事業） 

情報メディア学科  効果的な町のPR 方法 

     
 

【平成２４年度連携事業一覧】 

学科 担当教員 事業名 

栄養健康学科 全員 スイーツコンテストの開催 

栄養健康学科 永田 保夫 大豆を使った機能性食品の給食への活用 
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平成２５年度 平戸市との連携事業について 

 

項 目 内 容 

協定締結日 平成25 年9 月20 日 

目的 

 

大学と平戸市が、相互の資源を活用した連携を推進することで、学術研究機能の向上、

地域社会の発展及び人材の育成に寄与することを目的とする。 

有効期間 ３年間（自動更新） 

連携事項 (1) 共同研究、受託研究に関すること。 

(2) 地域貢献の取組みに関すること。 

(3) 人材育成及び交流に関すること。 

(4) その他本協定の目的を達成するために必要な事項 

 

 

【平成２５年度連携事業一覧】 

学科 担当教員 事業名 

学生  平戸観光応援隊設置運営事業 

学生  ひらどツーデーウォーク大会にかかるボランティアスタッフ 

支援事業 
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「元気！ながさき」地域・コミュニティ応援事業について 

 

１ 事業目的 

 地域づくり活動への県民の参加を促すとともに、県・市町協働のモデル事業として関係者が連携

した「新たな地域コミュニティづくり」を推進する。 

 

２ 事業概要 

(1)事業期間  平成 23 年～25 年 

 

(2)事業予算  １０，６７８千円（平成２３年度） 

 

(3)事業構築に至った背景・課題 

  ○集落の弱体化が進み、地域の活力が低下している 

  ○自治会の加入率が低下し、伝統行事等が継続できない等、地域によっては活発な活動がなされて

いない 

  ○過疎化・高齢化等の進展により、コミュニティ活動の担い手が不足している 

  ○住民同士のつながりの希薄化や単身高齢者等の増加により、新たな社会問題が発生している 

     

 

「地域発の地域づくり」を進めるためには、住民自らが知恵を出し合い、力を合わせて取り組む 

地域活動の基盤となる「地域コミュニティ」の活性化を図ることが重要！ 

 

(4)課題解決に向けた取組 

 

〈全庁的な推進体制づくり〉 

○庁内横断的に活性化施策を推進するため「ながさき！地域コミュニティ活性化推進会議」を設置 

    ・現在、第１回会議の開催に向け、関係各課と調整中 

     開催予定 平成２３年６月２４日（金）１４：００～１６：００ 

     参加予定 地域振興課、危機管理課、県民安全課、男女参画・県民協働課、未来環境推進課 

福祉保健課、こども未来課、都市計画課、生涯学習課（９課） 

   ・会議の目的 

     ①関係課長による地域コミュニティに対する有効な支援策の検討 

     ②関係各課による共同事業の構築 

     ③情報の共有化による既存事業の相乗効果    

    ○ワーキンググループの創設についても検討中 

  ○場合によっては、地域コミュニティ再生事業において委嘱した３名の総合アドバイザーにも参加

を要請し、助言をいただく 
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〈３つの基本方針と具体的な事業〉 

  方針Ⅰ 地域コミュニティの活性化に向けた新たな仕組みづくり 

  地域コミュニティ再生事業 

  【目的】地域ｺﾐｭﾆﾃｨの活性化を図るため、「新たな地域ｺﾐｭﾆﾃｨづくり」を推進することとし、自治 

会をはじめ地域ｺﾐｭﾆﾃｨを担う関係者連携のもと、県市町協働のﾓﾃﾞﾙ事業として、「地域ｺﾐ 

ｭﾆﾃｨの再生」に取り組み、県内各地域への展開につなげる。 

 

  【概要】県との協働モデル事業として、新たな地域コミュニティづくりに取り組む市町を募集し、 

応募のあった中からモデル地区（２地区）を選定する。 

選定後は、当該地域コミュニティを担う関係者の連携のもと、ワークショップや先進事例 

研究などを通じて、組織づくり・人づくり・方針策定・モデル事業等の実施を推進し、県

及び市町が協働して、当該モデル地区に対する支援を行う。 

 

  【県の支援内容】 

     ○人的支援（Ｈ２３～２５） 

      ・市町職員とともに県職員も地域に入り込み、地域の主体的な取組をバックアップする。 

・住民のニーズに応じて、講師（専門家）を派遣する。 

       ※総合アドバイザーとして、３名の専門家に委嘱する予定 

     ○財政支援（Ｈ２３～２４） 

      ・地域コミュニティ再生交付金による支援 

※１モデル地区あたり、500 千円／年を上限とする。（交付率は 10/10） 

 

  【モデル地区の募集】 

     ○応募者は県内各市町であり、１市町あたり１モデル地区のみの応募とする。 

     ○モデル地区の規模は、基本的には「校区単位」程度の地域コミュニティを想定している。 

 

  【スケジュール（案）】 

     ○募集期間  平成２３年７月１５日～７月２９日 

     ○審査・決定 平成２３年８月中旬 

     ○事業開始  平成２３年８月下旬 

 

方針Ⅱ 外部からの応援による課題解決及び周知啓発 

地域応援マッチング事業 

【概要】地域づくりやコミュニティ活動に対する県民の理解を深め、参加意欲を高めるとともに

実践者の活動を通じて、弱体化した集落の課題解決を図るため、「地域を応援したい団

体等」と「外からの支援・交流を求める地域」とを結びつける取組などを実施する。 

 

   【具体的な取組内容】 

○テレビ番組による情報発信 

 ・県民の地域づくりやコミュニティ活動に関する理解を深め、積極的な参加を促すことを

目的にした特集ＴＶ番組を制作・放送する。 
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○県民向け「地域づくり」講座の開設 

  ・特集番組をはじめとする情報発信の結果、地域づくりやコミュニティ活動に興味を抱い

た県民の受け皿として講座を開設する。（気づき→行動への誘引） 

 

○地域力応援（マッチング） 

・（Ａ）「地域を応援したい団体等」と（Ｂ）「外からの支援・交流を求める地域」とのマ

ッチングを行う。（祭りの企画実施、交流事業、稲刈りなど） 

 

 ＜進行プラン（案）＞ 

～ ９月中旬 （Ａ）の１次募集締切 ※１次募集締切後は、随時受付 

～１０月下旬 （Ａ）の提案をまとめた啓発チラシ及びホームページ作成 

  １１月上旬 （Ｂ）への啓発チラシ配布（全世帯広報誌とともに） 

        １２月上旬 （Ａ）と（Ｂ）とのマッチング開始 

 

○行政人材育成 

・地域振興を担当する行政職員のスキルアップに向けた研修や人事交流を行う。 

  （市町振興課及び県市町村振興協議会との連携） 

 

方針Ⅲ 地域コミュニティを支える基盤維持への取組 

    自治会活動の強化支援  

  【概要】コミュニティ活動の基盤となる自治会への加入促進や活動の活性化を図るため、自治 

会活動の研究や自治会長への研修等を市町と連携して実施 

   

【具体的な取組内容】 

    ○自治会への加入促進のための周知・啓発等 

     ・地域応援マッチング事業の特集番組を通じて、自治会活動の重要性を広く訴える 

     ・県内市町と連携し、それぞれが有する広報媒体をフルに活用した加入促進ＰＲを展開する 

   

   ○自治会長を対象とした研修会の実施 

     ・今年度は、地域コミュニティ再生事業のモデル地区の属する市町においてのみ実施 

   

  ○自治会に対する効果的な支援策についての調査研究 

     a)自治会長へのアンケート結果の分析 

     b)県内２１市町（自治会担当課）へのヒアリング結果の分析 

     c)地域コミュニティ再生事業のモデル地区における事例研究 

            ※a)～c)を総合的に分析 
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○事業名 

平成２５年度ＥＶ等事業化可能性調査事業 

 

○事業内容 

ＥＶ等関連分野における大手企業と地場企業の連携促進や地場企業等による応用製品 

の開発を支援することによる「長崎発」のＥＶに関連する新産業の創出を目的として、 

県内の中小企業及び大学等が事業化及び商品化を行うにあたって、事前に必要となる市 

場の調査や事業可能性調査を実施する。 

 

○申請先 

財団法人 長崎県産業振興財団 

 

○申請企業 

  協和機電工業株式会社 

   

  ※ 協和機電工業株式会社が申請した「災害対応マイクログリッド施設を活用したス 

マートグリッドに関するＦＳ調査」の一部を共同で研究するために、同社と共同研 

究契約書を締結したもの 

 

■担当教員：国際情報学部情報メディア学科 森田 均 教授 

   ■内  容：情報伝達・活用方法を調査し、平常･非常時でも必要な電力情報をマイ 

クログリッドーＥＶ間でリアルタイムに共有できるシステムを調査実 

施する。 

 マイクログリッド：小規模な地域内で複数の分散型電源と蓄電池を 

          組み合わせて、電力を合理的に供給できる電力 

施設 

 

   ■契約日 ：平成２５年９月１日 

   ■実施期間：平成２５年９月１日～平成２６年１月３１日 

   ■研究経費：４５０千円 
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■長崎県立大学 COC プロジェクト連絡会議を開催しました。 

 

 

 ３月 18 日（火）13 時半より、シーボルト校特別会議室で「長崎県立大学 COC プロジェク

ト連絡会議」を開催しました。この連絡会議は、連携協定等を締結している自治体が推薦

する者等を委員として、地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業）推進にかかる各自治体

と大学間の連絡及び調整等を行うものです。 

 

 事務局より本年度の大学 COC 事業の実施状況報告を行い、その後、各自治体より大学や

COC 事業に対する要望について伺いました。 

自治体推薦の委員からは、「現在、「しま」にいない世代がしま体験教育プログラムで行

くことは、地域の活性化につながる。また、「しま」に関する学びが１～２年生だけ留まら

ず、３～４年次の卒論のテーマにつながるよう仕向けて欲しい。」、「学生の発表事例を蓄積

した知見を他の地域でも活用して欲しい。」、「学生が集まって協議を行えば、立派な地域活

性化の提案に繋がるものが出てくる。」等の発言がありました。 

  

 今回の地域からいただいた要望を踏まえ、地域の知の拠点となるべく、大学 COC 事業を

引き続き実施していきたいと思います。 
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アジア・国際戦略に関する取組 

 

１．学長プロジェクト研究  

○趣旨 

本学は、中期計画において、大学のシンクタンク機能を強化し、県や県内市町の政策課題へ

の提言を行うことにより、地域貢献を果たしていくこととしている。「東アジア」に関する研究

を重点課題研究としていることは、本学の特色の１つである。具体的には、東アジア研究所を

設置し、東アジア地域の大学との連携を積極的に推進している。 

一方、長崎県の政策課題の中でも、「アジア・国際戦略」は、最重要課題の１つである。これ

は本学にとって最も合致する政策課題であり、本学が県政推進に大きく寄与できる分野である

と考える。そこで、学長を中心に、東アジアの中でも特に経済成長が著しい中国に特化して、

本学の知を結集したプロジェクトを立ち上げ、研究に取り組んでいる。 

 

○研究組織 

 

 

学 長 

太田 博道 

 

リーダー 

副学長 古河 幹夫 

メンバー 

  教授 西島 博樹 

  教授 岩重 聡美 

  教授 谷澤 毅 

  教授 綱 辰幸 

  教授 山口 夕妃子 

  教授 祁 建民 

 

リーダー 

  教授 木村 務 

メンバー 

  教授 金綱 基志 

 准教授 山本 裕 

 

 

 

 

 

リーダー 

  教授 祁 建民 

メンバー 

  講師 奥山 忠裕 

（佐世保校リーダー）

 准教授 山本 裕 

  講師 高 芳 

 准教授 周 国強 

准教授 吉光 正絵 

 准教授 金村 公一 

准教授 ポンサピタック サンティ・ピﾔ

副学長 

正木 基文 

副学長 

古河 幹夫 

長崎の陶磁器に関する 

中国語圏への情報発信 
日中の企業間相互交流 

日中間の人の交流と 

ものの移動 
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資料 No.２１ 

 

２．「長崎の陶磁器」の刊行  

「長崎の陶磁器に関する中国語圏への情報発信」として、中国への現地視察を行ったほか、

中国清華大学美術学院教授や中国景徳鎮陶瓷学院客員教授を招へいして講演会を実施するなど、

関係者と交流を図りながら「長崎の陶磁器」（中国語版）を刊行した。 

 

 

３．上海ゼミの実施  

  「日中間の人の交流とものの移動」として、「上海ゼミ」を実施し、学生及び教職員が参加し

た。上海市において、現地企業や長崎県から進出している企業等の実情を学ぶための視察研修

を行ったほか、上海外国語大学の学生との交流として共通テーマに基づき討論会を実施するな

ど、様々な活動を行った。 

 

 

４．その他  

「佐世保市外国人観光客ウェルカム協議会」の委員に本学教員が就任し、外国人観光客の受

入について協議するなど、本県への観光客誘致に尽力した。 
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資料No.２２

H21 H22 H23 H24 H25

経済学部 5 3 4 10 14

国際情報学部 3 11 3 11 7

看護栄養学部 21 23 24 12 18

年度　計 29 37 31 33 39

H21 H22 H23 H24 H25

経済学部 8 10 13 32 29

国際情報学部 14 11 13 31 30

看護栄養学部 15 31 25 12 32

年度　計 37 52 51 75 91

H21 H22 H23 H24 H25

経済学部 5 5 6 7 15

国際情報学部 9 17 18 12 13

看護栄養学部 23 49 27 28 39

年度　計 37 71 51 47 67

H21 H22 H23 H24 H25

経済学部 15 17 20 25 19

国際情報学部 15 31 24 38 24

看護栄養学部 87 160 120 49 106

年度　計 117 208 164 112 149

研究論文数・学会発表数

欧文学術誌発表論文

邦文学術誌発表論文

国際学会発表

全国学会発表
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資料No.２４

[配分実績]

　長崎県立大学の研究面でのより一層の活性化を目的として、両大学の今後の発展に資
する学術研究を支援するため、期間３年を限度として本学の教員を対象とした公募により
配分する研究費。
　対象となる研究は、①「科学研究費助成事業（新学術領域研究）」など国等の研究費の申
請になり得る研究、②本学の活性化や地域の課題に即した研究となっている。

(単位：　件)

長崎県立大学プロジェクト研究費について

情報メディア 庄山　茂子

研究期間 研　究　題　目
学科名

栄養健康 飛奈　卓郎

※研究分担者は平成25年度の実績

看護 大塚　一徳

栄養健康 冨永　美穂子

H23～H25
流通・経営 山本　裕 しま生態系における人々の活動および

資源の活用としまの持続的発展に関す
る研究

奥山　忠裕

研究代表者

栄養健康

看護 山澄　直美

教員氏名

研　　究　　者

雪丸　武彦

正木　基文

研究分担者

地域政策

地域政策

11 1 1 1

看護 稗圃　砂千子

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
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資料Ｎｏ．２５

1 中国 1992年10月7日 (平成4年) ○
計4名

規定なし
○ ○ ○

年1回
交互に
開催

○

2 アメリカ 2001年9月28日 (平成13年) ○
各2名

半年又は1年
○ ○

2002年10月17日 (平成14年) ○
各3名

半年又は1年
○ ○

上海外国語大学短期留学生プログラム協定 2011年6月30日 （平成23年） ○
受入5名

派遣短期研修10名

4 韓国 2004年4月1日 (平成16年) ○
各2名

半年又は1年
○ ○ ○

5 イギリス 2004年11月4日 (平成16年) ○
派遣のみ

（人数規定なし）
半年又は1年

○ ○ ○

2004年12月2日 (平成16年) ○
各2名

半年又は1年
○ ○ ○

看護大学校 2006年2月9日 （平成18年） ○ 定期的な相互交流 ○ ○

7 中国 2006年12月7日 (平成18年) ○ 規定なし ○ ○ ○

8 中国 2009年5月20日 (平成21年) ○
計1～3名
規定なし

個別に
協議

　

9 中国 2011年3月1日 (平成23年) ○
各2名
1年以内

○

2012年10月30日 (平成24年) ○ 学部の規定による ○ ○ ○

ジャーナリズム・マスコミュニケーション学部 2013年3月18日 (平成25年) ○
各2名
1年以内

11 中国 2013年3月1日 (平成25年) ○
各5名
1年以内

○ ○ ○

12 アメリカ 2013年12月14日 (平成25年) ○
各2名
半年

○ ○

※東亜大学・華僑大学と2011年締結した協定については6年毎に更新。それ以外の協定は5年毎に更新。

エドモンズコミュニティカレッジ

国際交流協定校一覧

協定事業内容

刊行物等
の
交換

共同
研究

教職員
交流

学生交流協定締結日大学名
派遣・受入人数

期間
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等

湖北大学 ○

上海外国語大学

ニューカッスル大学

厦門
アモイ

大学　日本研究所

西安外国語大学

タマサート大学

東亜大学校

高麗大学校

澳門
マカオ

大学　社会人文学部

○

韓国

○

6

タイ10

華僑大学

ウィスコンシン大学オシュコシュ校

○

3 中国

○
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資料No.２６

年度 開催日 タイトル 場所 備考

11月6日
第1回東アジア研究セミナー
「台湾のメディア社会について」

シーボルト校 主催：東アジア研究所

11月15日
第3回東アジア学術交流フォーラム
「グローバリゼーションにおける東アジア企業の経営
戦略」

華僑大学（中国）
本学・華僑大学・東亜大学
との合同開催

12月20日
第2回東アジア研究セミナー
「社会学による日本文化史の理解」

佐世保校 主催：東アジア研究所

11月15日
第2回東アジア学術交流フォーラム
「東アジアの高齢化と福祉」

東亜大学
本学・華僑大学・東亜大学
との合同開催

11月22日
第1回東アジア研究セミナー
「鎖国体制における朝鮮貿易」

佐世保校 主催：東アジア研究所

1月22日
第2回東アジア研究セミナー
「韓国における高齢者の健康増進」

シーボルト校 主催：東アジア研究所

5月12日
第5回東アジア世界化フォーラム
「東北アジア炭素関連市場と排出量取引制度」
―中国・日本・台湾・韓国の現状と展望―

東亜大学 主催：東亜大学

11月10日
第1回東アジア学術交流フォーラム
「自然災害と東アジア」

佐世保校
本学・華僑大学・東亜大学
との合同開催

 
年
度

11月22日
国際学術交流シンポジウム
「地域経済活性化のための地域力の模索」

華僑大学（中国） 華僑大学との合同開催

11月15日
国際情報学部情報メディア学科主催シンポジウム
「新聞・テレビの現場で学び、考える」

シーボルト校
主催：長崎県立大学国際情報
学部情報メディア学科

11月19日
国際学術交流シンポジウム
「地域経済活性化のための地域力の模索
－地域産業、地域流通、地域ブランド－」

佐世保校 華僑大学との合同開催

9月13日

第１回　長崎医療通訳フォーラム
「医療通訳の展望と可能性」
「日本における医療通訳の必要性」
「多文化共生時代の到来」

シーボルト校

主催：長崎県立大学
　　　大阪大学
共催：(財)長崎県国際交流協
会、長崎県通訳案内士協会

10月25日
国際学術交流シンポジウム
「東アジア企業の管理・経営問題」

華僑大学（中国） 華僑大学との合同開催

11月1日

第２回　長崎医療通訳フォーラム
「医療通訳派遣制度・多言語医療受付支援システムＭ
3　ＩＴ実践報告」
「医療文化・ことばの壁を乗り越えながら」
「医療通訳の役割と心構え」

出島交流会館
（長崎市）

主催：長崎県立大学
　　　大阪大学
共催：(財)長崎県国際交流協
会、長崎県通訳案内士協会

1月10日

第３回　長崎医療通訳フォーラム
「長崎県通訳案内士の仕事～おもてなしの心」
「観光目的で来日した外国人重症患者のエンバーミン
グ事例」
「地域特性と医療通訳体制－愛知県の事例から」

出島交流会館
（長崎市）

主催：長崎県立大学
　　　大阪大学
共催：(財)長崎県国際交流協
会、長崎県通訳案内士協会

2月27日 「長崎県立大学・離島研究シンポジウム in 上五島」
鯨賓館ホール
（新上五島町）

主催：長崎県立大学
共催：新上五島町
後援：長崎新聞社

3月22日
長崎県立大学メディアフォーラム
「生きるということ」

シーボルト校
主催：長崎県立大学国際情報
学部情報メディア学科

年
度

シンポジウム・フォーラム開催実績一覧

　
　
年
度

　
　
年
度

　
　
　
 
年
度

　
　
　
 
年
度

20

21

22

23

24

25
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資料 No.２７ 

 

東アジア研究所「東アジア研究ネットワーク」について 

 

 

【趣旨及び目的】 
「東アジア研究ネットワーク」は、東アジア研究を幅広くかつ円滑に進めるため、東アジア研究所

（以下、研究所という）を拠点に、世界の研究者及び機関との連携を図ることが目的である。（※本

研究所における「東アジア」とは、東北アジア・東南アジアなど広く意味する。） 

 

 

【研究者】 
国内外の大学・機関に在職し、本研究所の研究活動に賛同する者とする。本学の研究者には

「研究員（Research Fellow）」、学外の国内研究者には「連携研究員（Cooperative Research 

Fellow）」、海外の研究者には「海外研究員（Overseas Research Fellow）」の称号を与え、共同研究

の推進、研究者の紹介、情報や資料の交換、『東アジア評論』への投稿など、包括的な相互協力

を行う。本学の研究員は、ネットワークの中で主導的に研究グループを形成し研究活動を行う。す

べての研究者は、本研究所の研究者登録制度に基づいて研究者登録を行う。 

 

 

【研究者登録制度】 
研究者登録について、研究員は自薦とし、連携･海外研究員は研究員からの推薦によるものと

する。すべての研究員は、指定の情報（プロフィール、研究業績一覧）を提供し、本人の許諾の上

「東アジア研究者シート」を本研究所のホームページに公開する。登録の期限は一年とし、登録研

究者から申し出がない限り、自動的に更新されるものとする。登録研究者間の仲介や連絡等につ

いては、関係の研究者同士または本研究所が行う。 

 

 

【登録研究者への優遇措置】 
・ 本研究所の各種研究会及び国際シンポジウムへの招待及び招聘 

・ 本研究所の機関誌『東アジア評論』への掲載優先 

・ 本研究所の刊行物の贈呈 

・ 本研究所の事業や動向の個別案内 

 

 

【主要研究部門】 
 研究内容は、東アジアと関係することを前提とし、下記の主要研究部門とする。 

・ 貿易研究部門（政策、規制、関税、摩擦、自由化、WTO、FTA/EPA 等） 

・ 金融研究部門（政策、制度、投資、為替、通貨統合等） 

・ 産業研究部門（政策、規制、構造、集積、環境、連携、創出、国際観光等） 

・ 企業研究部門（戦略、流通、物流、マーケティング、リスク、進出、R&D、M&A 等） 

・ 地域研究部門（共同体、政治、外交、国際関係、法律、社会、文化等） 
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資料No.２８

　○ 公開講座

（単位：講座、人）

年度 講座 参加者 講座 参加者 講座 参加者

25年度 17 573 17 467 17 1,040

24年度 13 386 13 530 13 916

23年度 10 261 10 333 10 594

22年度 13 283 13 415 13 698

21年度 17 395 17 653 17 1,048

20年度 11 241 11 294 11 535

※佐世保校参加者には、新上五島町での参加者を含む

　○ 地域公開講座

（単位：講座、人）

年度 講座 参加者 講座 参加者 講座 参加者

25年度 17 642 28 1,831 45 2,473

24年度 18 940 43 2,142 61 3,082

23年度 20 519 27 1,129 47 1,648

22年度 11 341 22 908 33 1,249

21年度 17 485 16 858 33 1,343

20年度 20 507 17 829 37 1,336

　○ 学術講演会等

（単位：講演、人）

年度 講演 参加者 講演 参加者 講演 参加者

25年度 4 124 9 322 10 446

24年度 4 183 6 316 7 499

23年度 3 221 9 453 9 674

22年度 3 381 3 341 3 722

21年度 3 80 3 165 3 245

20年度 3 114 3 76 3 190

※佐世保校参加者には、新上五島町での参加者を含む

佐世保校 シーボルト校 合計

公開講座・地域公開講座・学術講演会等実施状況

佐世保校 シーボルト校 合計

佐世保校 シーボルト校 合計

※

※

※

※

※
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教員の研究活動内容

【経済学部】

● 経済学科

職　名 氏 名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教　授 古河　幹夫 ・社会的価値と政策目標

教　授 綱　 　辰幸 ・条件不利地域における介護保険の現状と課題

教　授 木村　務
・零細農耕地域における農業者の協同組織と産地システムの機能に
関する研究

教　授 柳田　芳伸
・イギリスにおけるマルサスの『人口論』以降、1920年代までの人口思
想の研究

教　授 西　道彦 ・実践的貿易教育の研究、貿易実務の研究

教　授 楊   　光洙
・日本の経済連携政策（FTA/EPA/RCEP/TPP等）について
・日本と欧州の社会保障制度と財源について
・日本の道州制と諸外国の広域行財政改革について

教　授 青木　圭介 ・ユーロ圏の金融システムの構築と政策波及効果の経済分析

教　授 矢野　生子 ・IMF体制とGATT（WTO）体制の再考察，通貨危機とIMFの役割

准教授 有馬　弥重 ・環境問題などに関する規制政策について

准教授 尹　　清洙
・動学的応用一般均衡アプローチによる日中韓経済の相互依存に関
する計量分析

准教授 中村　和敏 ・インドネシアにおける経済格差と労働市場

准教授 植野　貴之

・確実性および不確実性の下での多段意思決定過程における多様な
評価系
・経済学における再帰的方法
・動的オプション価格評価

講　師 水野　倫理 ・産業組織論および経営の経済分析に関する理論的研究

講　師 長濵　幸一
・19世紀後半のハプスブルク帝国商会議所における工業化と民族問
題

講　師 大塚　芳宏 ・統計学
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資料No.２９

● 地域政策学科

職　名 氏 名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教　授 石川　雄一
・都市圏の社会経済的地域構造変容
・人口の都心回帰と離島地域におけるIターンの動向

教　授 宮崎　明人 ・一般相対論的重力場の理論

教　授 秦　　耕司

・インテンシブコースにおける中国語教材（教科書、副教材、補助教
材）のあり方
・老舎の作品に見られる中国語の表現
・語学的視点より見た唐詩の解釈

教　授 山田　千香子

・日系社会の文化変容
・日系カナダ人のエスニシティ・多文化主義
・島嶼の社会構造変容
・エコツーリズムと地域づくり

教　授 荻原　寛

・スペイン語とヴェネツィア方言との近似性の比較対照研究
・マニラ湾沿岸部のスペイン語系クレオールの形態・統語論および社
会言語学的研究
・在住外国人に対する言語サービスを始めとする多文化共生社会育
成

教　授 阿部　律子
・フランス１８世紀啓蒙思想（ヴォルテール）
・フランス女性史、現代フランス女性論、現代フランス社会と文化
・長崎とキリスト教

教　授 上畑　良信

・チューリヒ啓蒙主義の系譜とJ.G.ズルツァー（後篇）
・J.G.ズルツァーからJ.H.ペスタロッチーへのスイス教育思想の生成と
展開（二～五）
・わが国における道徳教育の現状と課題（「教職科目・道徳教育論」受
講生アンケート過去20年の分析から）

教　授 竹田津　進

・現代イギリス英語におけるHave you(got) ?, Do you have ? の語法に
ついて
・英語の心理述語の史的諸相について
・英米人の国民性について（小説、雑誌、映画に見る日本人的英米
人）
・イギリスの大学入試について
・英語の形容詞afraid と afeard について
・英語の動詞 long とwant の交替について
・英語の再帰動詞の用法について

教　授 松岡　純子
・許地山研究―僑郷（広東・福建）及び華僑・華人社会の形成と発展の
中で

教　授 吉居　秀樹
・英米法系（特にイギリス）における行政手続法（行政審判所、ＡＤＲを
含む）
・情報法（情報公開・個人情報保護法）および地方自治法制の研究

教　授 長沼　信之
・鉄鋼業における経営と労働
・中小企業の能力開発
・高齢者問題と地域社会

教　授 岩清水 由美子 ・ジョウゼフ・コンラッドの小説におけるジェンダー
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資料No.２９

職　名 氏 名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教　授 山崎　祐一
・異文化理解の要素を視野に入れた英語教育の有効性と課題
・英語学習者のリスニング能力を向上させる方法について

教　授 西村   千尋 ・自然環境を活かした地域づくり・健康づくり

准教授 車　　相龍 ・環境モデル都市のグリーン・イノベーション・システム

准教授
（特任）

楠元　洋子 ・英語教育

講　師 吉本　諭 ・地域経済論

講　師 畑田　和佳奈 ・公私協働の促進要因に関する研究

講　師 奥山　忠裕 ・政策評価における最適な便益計測手法の選択に関する研究

講　師 雪丸　武彦 ・分権改革後の自治体間教育格差

講師
(特任)

ｽﾃｨｰﾌﾞﾝ
ｴﾄﾞﾜｰﾄﾞ ﾗｲﾌ

・聞き取り理解におけるイントネーションの重要性、言語習得

講師
(特任)

高　芳
・中国語表現法
・中国語の男言葉・女言葉の変化
・中国語の敬語

講師
(特任)

ﾆｺﾗｽ ｱﾝﾄﾞﾘｭｰ
ｹｲﾝ

英語教育

講師
(特任)

ﾄﾑ ﾛｰｿﾝ ・日本での英語教育におけるテクノロジーと英語コミュニケーション

● 流通・経営学科

職 名 氏 名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教　授 岩重　聡美 ・日本型流通システムの現状と問題点

教　授 竹田　範義
・イギリス減価償却学説史の研究
　――Mathesonの資産評価論について――

教　授 村上　則夫 ・ＩＣＴの進展と地域コミュニティのクリエイティブデザインに関する研究

教　授 西島　博樹
・東アジア市場における小売国際化
・長崎県の地域活性化に向けた取り組みの現状と課題

教　授 金綱　基志 ・多国籍企業の知識移転における社会的相互作用の役割について

教　授 谷澤   毅 ・ヨーロッパ商業都市の貿易と社会・文化に関する研究
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資料No.２９

職　名 氏 名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教　授 宮地　晃輔

・「CSRリスクの有価証券報告書記載の動向と問題点―わが国の電力
会社を対象として―」
・「造船業における原価管理の動向－Ｓ社造船所の事例を対象として
－」
・「会計教育における高大連携と学士力・質保証－長崎県立大学の事
例から－」
・「会計のグローバル化は地場製造業をどう変えるのか？」
・「佐世保市における産業人材育成支援策に関する研究」

教　授 神保　充弘 ・医薬品業界における流通系列化の生成過程

教　授 山口　夕妃子
・マーケティング（小売業の国際化に関する研究、地域ブランドに関す
る研究）

准教授 小形　健介 ・米国企業結合会計基準設定プロセスの政治経済学的分析

教授
(特任)

髙橋　秀至 ・法人税法における知的財産取引の価額

准教授 齋藤　光正 ・ドイツ経営経済学の史的展開

准教授 鴻上　喜芳 ・事故と被害者救済に関する研究

准教授 山本　裕
・物流における輸送サービスと輸送システムについて
・離島交通、離島物流について
・内外の港湾政策、港湾事情について

准教授 新川   本 ・現代企業の企業統治機能の研究

講　師 大田　謙一郎
・クロスメディア環境下におけるブランド・コミュニケーション戦略
・都市・地域ブランド戦略
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資料No.２９

【国際情報学部】

● 国際交流学科

職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教 授 山内　ひさ子

・ブレンド学習用世界遺産観光英語教材の開発と効果的英語教育の
研究
・コミュニケーション理論に基づく、英語による効果的プレゼンテーショ
ンとエッセイライティングの指導法の研究

教 授 河野　健一

・EU 統合の拡大と質的深化、
紛争後の平和定着に果たす日本の役割
・東アジア共同体の基盤研究（ラオスに見るメコン流域開発）
・スリランカの難民支援事業

教 授 瀬端　孝夫 ・日米関係と日本の安全保障

教 授 李  炯喆 ・戦後日本の首相たちのアジア認識と政策

教 授 上村　俊彦 ・英語学習者の英語力の検証と英語リソースの総合研究

教 授 竹部　隆昌 ・10～11世紀地中海史

教 授 下野　孝文 ・遠藤周作研究、長崎の文学研究、芥川龍之介研究

教 授 関谷　融 ・学校教育カリキュラムの調査及び教育方法・用具の開発

教 授 祁　建民 ・現代中国における国家権力と社会

教 授 荻野　晃
・中・東欧の安全保障、冷戦期のハンガリー外交、歴史としての体制転
換

特 任 教 授 徐　賢燮 ・出島オランダ貿易館と朝鮮通信使比較

准 教 授 山田　健太郎 ・表象文化とコミュニケーション

准 教 授 周　国強 ・和製漢語について

准 教 授 小原　篤次 ・新興国の経済システムの研究、アジアのサービス業の研究

准 教 授 唐津　理恵 ・日本映画におけるナショナル・アイデンティティーの脱構築

准 教 授 松尾　晋一 ・近世的「境界」の研究

講 師 和田　一哉 ・開発経済学

講 師 福島　涼史 ・公法（憲法・国際法）における主権理論
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資料No.２９

職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

講 師
( 特 任 )

ﾘﾁｬｰﾄﾞ　ﾎﾄﾞｿﾝ
・英語教育における効果的なユーモア教授法の研究
・英作文における効果的な教授法の研究

講 師
( 特 任 )

ﾌﾞﾗｯﾄﾞﾘｰ ｺﾞｰﾄﾞﾝ
ｽﾐｽ

・英語教育

講 師
( 特 任 )

ﾆｰﾙ　ﾐﾘﾝﾄﾝ ・Language learning motivation

講 師
( 特 任 )

ﾌﾞﾗｲｱﾝ ﾛﾊﾞｰﾄ
ﾀﾞｯﾂﾏﾝ

・英語教育

講 師
( 特 任 )

ｼﾞｮｰﾙ　ﾍﾝｽﾘｰ
・ 社会・神経言語学の研究方法
・ 動的システム理論
・ 反復学習

● 情報メディア学科

職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教 授 伊藤　憲一 ・カオス時系列データの解析手法に関する研究

教 授 庄山　茂子
・有彩色によるVDT画面が作業効率と生理的・心理的反応に及ぼす影響
・看護服のデザインの違いが患者に与える心理的影響

教 授 村上　雅通 ・水俣病と長崎原爆報道　メディアの功罪

教 授 辺見　一男 ・画像処理とヒューマンインターフェースの応用に関する研究

教 授 永野　哲也 ・フィンスラー幾何学におけるベクトルの線形平行移動

教 授
ﾁｬｯﾄｳｨﾁｪﾝﾁｬｲ

　ｿﾑﾁｬｲ
・暗号化とアクセス制御を統合した安全な情報管理システムに関する研究

教 授 森田　均 ・情報・モビリティ・エネルギーによるネットワーク社会の形成

准 教 授 金村　公一
・「デジタルメディア2.0」その特性からみる情報・コミュニケーションと社
会

准 教 授 柳田　多聞
・コミュニケーションを促進する認知心理的要因
・色覚障害にまつわる心理的ストレス

准 教 授 河又　貴洋
・情報通信分野の技術革新と社会変容・制度改革、そして産業・企業
の競争優位戦略に関する社会知能情報学的研究

准 教 授 吉村　元秀 ・パターン認識の実応用に関する要素技術の開発

准 教 授 門部　昌志 ・メディア、コミュニケーションについての基礎的研究
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資料No.２９

職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

准 教 授 吉光　正絵
・東アジアの女性達の社会関係資本の構築にメディア文化が与えた影
響

准 教 授 實原　隆志 ・個人情報・プライバシー保護と、それを支える憲法教義

准 教 授
ﾎﾟﾝｻﾋﾟﾀｯｸ
ｻﾝﾃｨ　ﾋﾟﾔ

・アジアのテレビ広告における文化価値観
・東日本大震災に関するタイのメディアの報道とタイ人・台湾人の認識

講 師 前村　葉子
・コンテンツの特性に適した画像処理および画像電子透かしに関する
研究

講 師 藤沢　望 ・音色の印象的側面および識別的側面に関する研究
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資料No.２９

【看護栄養学部】

● 看護学科

職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教 授 松本　幸子
・高齢化の進む離島で生活する住民の終の棲家に対する意識と健康
関連行動に関する調査
・成人看護学におけるシミュレーション教育に関する研究

教 授 堀内　啓子
・戦後開拓制度における開拓地入植者の生活と開拓保健婦活動の変
遷の歴史と課題

教 授 藤野　裕子 ・子どもが誕生後1年間の父母の精神状態と家族関係に関する調査

教 授 李　　節子 ・グローバル社会における母子保健のあり方に関する研究

教 授 立石　憲彦
・遠隔医療の構築
・電子カルテの構築

教 授 大塚　一徳 ・ワーキングメモリ容量個人差に関する認知心理学的研究

准 教 授 中尾　八重子 ・地域づくりと行政保健師の地区組織活動

准 教 授 河口　朝子 ・ハンセン病高齢者の転倒予防に向けたフットケアの基礎研究

准 教 授 大重　育美 ・乳幼児をもつ父親の事故予防教育システム開発に向けた研究

准 教 授 山澄　直美 ・院内教育のための研修評価システムの開発

准 教 授 吉田　恵理子

・高齢化の進む離島で生活する住民の終の棲家に対する意識と健康
関連行動に関する調査
・慢性疾患患者（肝疾患・ATL）のQOLと患者支援に関する研究
・看護学における学習方法と学生の到達度に関する研究
・分子標的治療薬を用いた肺がん患者の副作用とQOLに関する研究

准 教 授 林田　りか ・親子のQOL調査票の開発とQOLの関連性について

准 教 授 永峯　卓哉
・看護基礎教育における看護技術教育の在り方に関する研究
・協同学習を用いた教授学習過程および認知・態度・行動の具体的な
側面からの効果測定と測定方法の検討

講 師 稗圃　砂千子 ・離島看護の特性を活かした離島看護研修プログラムの開発

講 師 新田　章子 ・老年看護学

講 師 片穂野　邦子 ・看護教育におけるシミュレーション教育の現状と評価

講 師 高比良　祥子 ・肝疾患相談支援看護師の育成に関する研究

講 師 山谷　麻由美 ・住民と行政とのまちづくりにおける協働

講 師 堂下　陽子
・精神看護学においてロールプレイを活用した演習方法の効果と課題
の検討

助 教 山口　多恵
・回復期リハビリテーション病棟における患者参画型目標設定と看護
介入モデルに関する基礎的研究－脳血管疾患患者の生活機能再獲
得に焦点をあてて－
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資料No.２９

職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

助 教 三重野　愛子 ・看護大学生における「看護技術」イメージの変化

助 教 竹口　和江 ・地域看護学

助 教 山田　貴子 ・新卒看護師の早期離職防止への支援体制

助 教 新田　祥子
・グローバルスタンダードを考慮した看護教育に関する研究および、
グローバル社会における日本の母子保健のあり方に関する研究

● 栄養健康学科

職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

教 授 正木　基文 ・健康に関与する遺伝および環境の交互作用について

教 授 大曲　勝久 ・生活習慣病における栄養の意義について

教 授 田中　一成 ・長崎県産農林水産物を利用した機能性食品開発

教 授 武藤　慶子 ・食習慣・食意識に影響を及ぼす背景要因の検討

教 授 上田　成一 ・耐熱性カビの探索および制御に関する研究

教 授 西明　眞理
・食餌摂取リズムの違いがラットのエネルギー代謝と腹部脂肪蓄積に
及ぼす影響

教 授 四童子　好廣
・新しい発癌抑制性テルペノイドの化学生物学：Chemical Biology of
Novel Anti-Cancer Terpenoids

教 授 樋口　才二
・米と米粉を配合した食パンの製造方法と力学特性と、米食パンの製
造方法と力学特性

教 授 森田　茂樹 ・栄養状態評価方法の検討

教 授 久木野　憲司
・スリムダイエットが脂肪・骨・筋に及ぼす影響に関する研究
・イカ筋肉組織の光学的透明度が死後に低下する組織学的メカニズム
の解明

教 授 古場　一哲 ・大豆タンパク質の脂質代謝調節機能に関する栄養学的研究

准 教 授 駿河　和仁
・妊娠・授乳期の栄養状態が栄養素の吸収・代謝機能に及ぼす影響と
作用機序に関する研究

准 教 授 冨永　美穂子
・大学生の食行動に関する異文化間比較
・長崎県産品の食味特性、嗜好性に関する研究

講 師 吉澤　和子 ・公衆栄養学

講 師 飛奈　卓郎
・運動トレーニングや食事のコントロールによる身体の変化と遺伝的要
因の関係
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職  名 氏    名 現 在 の 研 究 の テ ー マ

助 教 中村　禎子

・水素ガス排出を指標とした難消化性糖質のエネルギー（生体利用性）
評価ならびに機能性評価に関する研究
・IT機器を用いた糖尿病患者に対する在宅支援システムの開発ならび
に普及に関する研究

助 教 山口　範晃 ・脂肪組織のビタミンA代謝およびその生理作用に関する研究

助 教 田丸　靜香 ・各種食品素材の機能性解明に関する研究

助 教 岡本　恭子 ・実践栄養分野

助 教 田辺　賢一 ・難消化性糖質の高精度定量法の開発に関する研究
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資料 No.３０       

長崎県公立大学法人の経営戦略 

 

 

中央教育審議会が答申した「我が国の高等教育の将来像」７つの機能別分化類型が示

されている。本学はその中で、「職業人養成」及び「地域の生涯学習の機会の拠点」、「社

会貢献」を本学の も重要な使命として明確に位置づける。即ち、学部学生の教育に軸

足を置き、教員の知と学生の活力をもって、地域の文化・経済の発展に貢献することを

使命とする。そのために必要な大学資源を重点的に投入していく。 
 

それを踏まえ本学は、長崎の歴史的・地理的・文化的特色を活かした本学独自の教育

を推進する。それは単に「長崎に関することを知る」ということではなく、 終的に学

部学科全体として学生の個の確立（発言、提案、議論、そして恊働）に資するレベルま

で止揚されたものとしていく必要がある。「主体的に学び、長崎から世界へ発信できる

学生」を育て、社会に送り出すことを目的とした大学運営を行う。世界が向かうグロー

バル化の中で活躍できる卒業生の輩出を目的とし、教育の自律的質保証に向けた取組を

強化していく。ここで も重要なことは，教職員ひとり一人が組織の一員としての自覚

を持ち、各々の役割・責任を 大限の力で全うし、学生の成長に喜びと誇りを感ずるこ

とである。そのためのガバナンスのさらなる強化にも取り組む。 
 

具体的には、下記の取組を中心に実施していく。これらの取組を通じ、本学をより魅

力に満ちた選ばれる大学へと磨き上げていく。その結果、本法人 大の収入源である授

業料収入を安定的に確保し、揺るぎない財政基盤を確立していく。 
 
 
１１  教教育育のの質質保保証証にによよるるたたくくままししいい人人材材のの育育成成  

卒業時に、「主体的に学び、長崎から世界へ発信できる学生」を育成するために、

教育体系を再構築し、その質の保証を目指す。それが、長崎県立大学の学生像である

と、県民のみならず全国に浸透するように、教職員一丸となって取り組んでいく。 
 

（１）学生を育てる過程の明確化 

・学生の受入方針、教育課程の編成方針、学位授与方針の３ポリシーを明確化 

・組織的・体系的教育の実現による出口の質保証を徹底 

 （２）就業力の養成 

・学生の就業力（個の確立）を入学時から養成し、高い就職率を維持 

  （３）国際性の向上 

・学生の意欲を引き出す教育で、高い外国語運用能力の養成 

・本学学生の留学、本学で学ぶ留学生の倍増 
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２２  魅魅力力ああるる教教育育のの実実施施にによよるる志志願願者者のの確確保保  

高校生や保護者の心に響く魅力ある教育を実施する。このために、長崎県の特色を

活かした教育の充実に取り組む。 

  
（１）特色ある教育、魅力ある学問分野の創出 

・「しま」体験教育プログラム 

・「長崎学」科目群の設置 

  （２）教育環境の整備 

・佐世保校の建替に伴い、学生が魅力を感じ、足を運びたくなるような新しいキャンパス

を整備 

 
 
 
３３  地地域域貢貢献献のの充充実実・・研研究究のの高高度度化化  

長崎県から交付される運営費交付金は、授業料と並び本法人の収入の柱であり、県

内唯一の公立大学として地域貢献を充実しその存在意義を示すことにより、その安定

的確保に努める。また、外部資金についても今まで以上の獲得に努める。 
 
（１）長崎県に関連する研究への取組 

・「離島」「東アジア」「長崎の地域課題」に関連する研究への重点的な取組 

・「アジア・国際戦略」への貢献、シンクタンク機能の強化 

・産学官連携の推進 

（２）研究の高度化による外部資金の増加 

    ・第 2 期中期計画期間中 3 億 5 千万円以上獲得 

（３）県民への説明責任 

・法人運営や教育、研究に関する情報の積極的な公表 

 
 
 
４４  効効果果的的なな大大学学運運営営のの推推進進  

理事長・学長のリーダーシップの下、必要な大学資源の選択と集中を実施するなど、

効果的な法人・大学運営を推進する。 
 

（１）教育研究等の見直し 

・大学として推進する「しまプロジェクト」や「アジア･国際戦略」、「留学支援」等の教

育研究への予算の重点配分 

     ・平成 28 年度までに物件費を 1 億 2 千万円削減 

     ・教員評価を全学的に見直し、理事長・学長が積極的に評価 
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 （２）分離キャンパスの組織運営 

・分離キャンパスを「禍」とせず、「福と為す」柔軟な組織再編 

 （３）効果的な情報発信、大学ブランド力の向上 

・本学の学生像を意識させるような情報発信 

・大学のブランド力を高めるための広報戦略 

 

 

                   平成２３年１２月７日 
長崎県公立大学法人理事長 清浦義廣 
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資料No.３１

≪中期計画に掲げる目標≫

【件数：H17～22　計299件 → H23～H28　計330件以上】

【金額：H17～22　計330百万円  → H23～H28　計350百万円以上】

≪獲得状況≫

件数 (件)

平成25年度 83

平成24年度 77

平成23年度 70

合　計 230 250,289

外部資金獲得状況

金額 (千円)

103,533

77,736

69,020
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〇用語概説

用　語 解　　　　説

ア行

アジア・国際戦略

長崎県が策定した戦略。成長著しい東アジアの最前線に位置し、これま
での深い交流の歴史の中で築いてきた友好・信頼関係を土台として、ア
ジアを中心に海外の活力を取り込み、長崎県の経済活性化に結びつけ
る。

 アドミッション・
ポリシー

入学者受入方針。
各大学・学部等が、その教育理念や特色等を踏まえ、どのような教育活
動を行い、また、どのような能力や適性等を有する学生を求めているの
かなどの考え方をまとめたもの。
入学者の選抜方法や入試問題の出題内容等にはこの方針が反映されてい
る。

インターンシップ
学生が在学中に、企業等において自らの専攻や将来希望する職業に関連
した就業体験を行うこと。

 eラーニング
電子ネットワークなどを利用した教育、研修。
WBT(Web Based Training)やdistance learningとも呼ばれる。

ＡＯ入試

ＡＯ入試：アドミッション・オフィス入試。
アドミッションポリシー（大学が求める学生像）に基づき、学力では量
れない受験生の能力・適性や学習に対する意欲、目的意識などを多面
的、総合的に評価し判定する入試。

ＳＤ
Staff Development（スタッフ・ディベロップメント）の頭文字。
事務職員や技術職員など職員を対象とした，管理運営や教育・研究支援
までを含めた資質向上のための組織的な取組。

ＳＰＩ

Synthetic Personality Inventoryの頭文字。能力面と性格面の2つの側
面から総合的に人材の資質を測定・評価する総合適性検査の一種であ
り、リクルート社が開発したもの。現在では、SPIという名称が適性検
査を表す言葉として定着している。

 ＦＤ

Faculty Development(ファカルティー・ディベロップメント)の頭文
字。
教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組の総称。
具体例としては、教員相互の授業参観の実施、授業方法に関する研究会
の開催、新任教員のための研修会の開催などを挙げることができる。

ＦＰ（ファイナン
シャル・プランニン
グ）技能検定

顧客の資産に応じた貯蓄・投資等のプランの立案・相談（ファイナン
シャル・プランニング）に必要な技能に関する試験。レベルは1～3級ま
であり、2級はビジネスでは必須と言われるレベルで、金融業界を中心
に企業ニーズも高く、昇格要件とされるケースもある。

 遠隔授業
インターネットなどの情報通信システムを利用して、離れた場所を結ん
で行われる授業形態。

 オフィスアワー
教員が曜日・時間を決めて研究室に在室し、学生はその曜日・時間には
自由に教員研究室を訪れて質問・相談等をすることができる制度。
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用　語 解　　　　説

カ行

科学研究費補助金
人文・社会科学から自然科学まで、あらゆる分野における優れた独創
的・先駆的な研究を発展させることを目的とする国庫の研究助成費。
文部科学省、厚生労働省、日本学術振興会により審査・交付される。

科目等履修生
正規の学生と異なり、大学で開設されている授業科目のうち、必要な授
業科目や興味のある授業科目だけを選らんで履修する学生。正規の学生
と同様、履修した授業科目について試験の上で単位が与えられる。

カリキュラム・ポリ
シー

教育課程編成・実施方針。
ディプロマ・ポリシーで定めた学修内容を習得するためのカリキュラム
を体系的に示したもの。

カリキュラムマップ
履修系統図。
学生に身につけさせる知識・能力と授業科目との間の対応関係を示し、
体系的な履修を促す体系図。

キャリア・ポート
フォリオ

授業や学習活動の成果であるレポートや論文、課外活動での経験や身に
つけたスキルなどを記録保管するファイルのこと。これらを蓄積・保存
し、振り返っていくことで、自分の将来を考えることに役立てることが
できる。また、履歴書やエントリーシートを書くとき等の材料としても
活用することができる。

クリッカー

学生一人一人が手のひらサイズのリモコンを持ち、講義中に出される質
問に対してリモコンの番号を押して回答するシステムで、学生の回答は
瞬時に集計され、結果がグラフ等でスクリーンに映し出される。
講義者と学修者の双方向コミュニケーションを可能にするツールの一
つ。

高度専門職業人
深い知的学識に裏打ちされた国際的に通用する高度な専門的知識・能力
を必要とする職業に就く者。

コンソーシアム 連合体、共同体。

コンピテンシー 経験を積むことで身についた行動特性。社会人基礎力。

コンピュータリテラ
シー

コンピュータを操作して、目的とする作業を行い、必要な情報を得るこ
とができる知識と能力を持っていること。

サ行
サテライト・キャン
パス

社会人など時間的・地理的制約等に大学の本校に継続的に通うことが困
難な者に対して、授業の一部を行う本校以外の場所。

COC事業

center of communityの頭文字。
文部科学省が実施する「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」
で、大学等が自治体と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・地
域貢献を進める大学を支援することで、課題解決に資する様々な人材や
情報・技術が集まる、地域コミュニティの中核的存在としての大学の機
能強化を図ることを目的としている。（平成25年度より開始）

シーズ 大学がもつ「技術、ノウハウ、アイデア、人材、設備」などを指す。
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サ行

ＧＰＡ

Grade Point Average（グレート・ポイント・アベレージ）の頭文
字。
GPAは、アメリカ等の大学で一般的に用いられている成績評価法の一つ
で、学生の学業成績を客観的に計ることができるものとして、大学院進
学や留学時の参考資料として活用されている。
具体的には、授業科目ごとの成績評価を５段階（A、B、C、D、F）で
評価し、それぞれに対して、４、３、２、１、０のようにグレード・ポ
イントを付与し、この単位あたりの平均を算出する。
本学では、学生の卒業時におけるレベル確保等のために、成績評価基準
にGPAを導入し、履修指導等に活用している。

ＧＰ

Good　Practice（グッド プラクティス）の頭文字。
本来、「優れた取組」という意味であるが、各大学が自らの大学教育に
工夫を凝らした取組で他の大学でも参考となるようなものを公募により
選定する文部科学省の事業の通称。

「しま」体験教育プ
ログラム

島嶼県である長崎県の特性を活かし、また長崎県の公立大学として「し
ま」を第三のキャンパスとして位置づけ、学生を在学期間中（4年間）
に最低一度は「しま」を訪問させ、現地の生活や人との交わりの中で、
実践的な学習を体験させる本学独自のプログラム。

就業力
平成23年度から施行される大学設置基準では、「学生が卒業後自らの素
質を向上させ、社会的・職業的自立を図るために必要な能力」と定義さ
れている。

シラバス

各授業科目の詳細な授業計画。一般に、授業名、担当教員名、講義目
的、各回毎の授業内容、成績評価方法・基準、準備学習等についての具
体的な指示、教科書・参考文献、履修条件等が記されており、学生が各
授業科目の準備学修等をすすめるための基本となるもの。

セメスター制

１学年複数学期制の授業形態。
１つの授業を１年間通して実施する「通年制」の前・後期などとは異な
り、１つの授業を学期（セメスター）毎に完結させる制度。
１学期の中で少数の科目を集中的に履修することで、学習効果を高める
ことができる。

情報処理技術者試験

情報処理技術者試験は、「情報処理の促進に関する法律」に基づき経済
産業省が、情報処理技術者としての「知識・技能」が一定以上の水準で
あることを認定している国家試験。
試験区分はレベル１（ITパスポート）、レベル２（基本情報技術者試
験）、レベル３（応用情報技術者試験）、レベル４として、情報セキュ
リティスペシャリスト試験など9分野の試験がある。

ジェネリックスキル
社会でどんな仕事に就いても必要な力。専攻・専門に関わらず、大卒者
として社会で求められる汎用的な能力

タ行

大学コンソーシアム
長崎

個別に取り組むと手間や費用がかかる事業等を共同で行うため、長崎
県内の大学等が集まった組織。現在は、大学間で単位互換を行う「NICE
キャンパス長崎」に主に取り組んでいる。
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タ行

中国語検定

日本中国語検定協会が実施する中国語能力の検定試験で、1級から準4級
までの6段階で試験が行われている。
2級の認定基準は、複文を含むやや高度の中国語の文章を読み、3級程

度の文章を書くことができ、日常的な話題での中国語による会話が行え
ること。

3級の認定基準は、中国語の一般的事項をマスターしていて、簡単な日
常会話ができ、基本的な文章を読み、書くことができること。

チューター制
在学生、教員等が学生に対して、学習、生活上の精神的サポートとし
て、支援、助言を個別的に行う制度。主に外国人留学生に対して個別の
課外授業を行うなど、留学生の学習、研究効果の向上を図る制度。

聴講生
科目等履修生と同様に、特定の授業科目のみ履修する学生であるが、単
位を修得しない点が異なる。

長期履修学生制度
職業を有している等の個人の事業に応じて、大学の定めるところによ
り、学生が大学の修業年限を超えた一定の期間にわたって計画的に教育
課程を履修し卒業することを認められる制度。平成１４年度から実施。

ディプロマ・ポリ
シー

学位授与方針。
卒業時に学生が獲得すべき能力や態度、知識などを示したもの。

ティーチングアシス
タント（ＴＡ）

優秀な大学院生に対し、教育的配慮の下に、学部学生等に対する助言や
実験・実習等の教育補助業務を行わせ、大学院生の教育トレーニングの
機会を提供するとともに、これに対する手当てを支給し、大学院生の処
遇改善の一助とすることを目的としたもの。

 ＴＯＥＦＬ

英語を母語としない人が、主にアメリカの大学・大学院に出願する際
に、受験が義務付けられている英語力判定テストの呼び名で、310～
677点の間のスコアで算出する。留学に必要なスコアは、大学・学部等
によって異なるが、一般に500～550点以上とされている。

 ＴＯＥＩＣ

英語によるコミュニケーション能力を幅広く評価する世界共通のテスト
で、10～990点までのスコアで評価をするもの。一般に、730点以上
で、どんな状況でも適切なコミュニケーションができる素地を備えてい
るとされる。

長崎県立大学やるば
いプロジェクト

本学や地域の活性化につながる学生の自主的な活動を促すことを目的に
平成19年度に創設した学生支援制度。採択プロジェクトに対しては奨励
金を助成している。平成24年度に「長崎県立大学活性化プロジェクト」
から名称変更。

長崎“新生”産学官
金連携コンソーシア
ム（NRC）

産学官関係団体の連携を強化し，産学官の研究開発等を推進することに
より，持続的・発展的にイノベーションを創出するシステムを構築し，
科学技術による長崎県の産業振興及び県民生活の向上に寄与することを
目的として、平成22年11月に設立されたもの。長崎県，長崎大学，長
崎総合科学大学，長崎県立大学，佐世保工業高等専門学校，長崎県商工
会議所連合会，長崎県商工会連合会，長崎県中小企業団体中央会，長崎
県産業振興財団，十八銀行及び親和銀行の11機関が参加している。（金
融機関は平成23年８月より加入）

ナ行
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ナ行

内部質保証
高等教育機関が、自らの責任で自学の諸活動について点検・評価を行
い、その結果を元に改革・改善に努め、これによって、その質を自ら保
障することを目指す。

任期制

任期を付して教員を任用する制度。
現在は、「大学教員等の任期に関する法律」（平成9年8月25日施行）
により、「先端的、学際的または総合的な教育研究」等の場合に任期を
定めることができるとされている。
なお、外国人教員については、「国立又は公立の大学における外国人教
員の任用等に関する特別措置法」により、任期を定めて任用することが
できるとされている。

ハ行
ハラスメント 嫌がらせ。セクシャルハラスメントは性的嫌がらせ。

販売士検定

販売員としての素養やサービス向上を目的に日本商工会議所が実施する
検定試験。
レベルは1～3級まであり、2級は売場の管理者クラスのレベルで、店舗
管理に不可欠な従業員の育成や指導、仕入や在庫の管理といった知識が
必要。

ピア・サポート
「Peer」とは“仲間”、「Support」とは“支える、援助する”と言う
意味。在学生が新入生を仲間として援助し、支える活動。

プログテスト

プログは河合塾と（株）リアセックが開発した大学教育を通じたジェネ
リックスキル行育成プログラム。
プログテストは、リテラシーテストとコンピテンシーテストの２つがあ
り、知識を活用して問題解決する能力（リテラシー）と経験を積むこと
で身についた行動性（コンピテンシー）の２つの観点でジェネリックス
キルを測定するもの。

ラーニング・コモン
ズ

自主的、自立的な学習活動（ラーニング）を支援するため、図書館が所
蔵する図書や雑誌と、電子ジャーナルやデータベースなどの新しい電子
資料の双方を自由に利用できるネットワークの環境が整った共有空間
（コモンズ）。

リサーチアシスタン
ト

大学等が行う研究プロジェクト等に、大学院生等を研究補助者として参
画させ、研究遂行能力の育成、研究体制の充実を図るとともに、これに
対する手当の支給をするもの。

リテラシー
新しい問題や経験のない問題に対して、知識を活用して問題を解決する
能力

ラ行
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